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NEWS RELEASE                                

 
 

2020 年 4 月 9 日 

株式会社アイデム 
 

 

【特定技能外国人受け入れに関する調査】 

既に特定技能外国人を受け入れている企業の 7 割近くが今後増員する予定あり 

～実際に受け入れている企業の 98％が良い影響を受けている～ 
 

特定技能を中心にグローバル人材紹介サービスを展開する株式会社アイデム（本社：新宿区新宿／代表取締役

社長：椛山 亮）は、特定技能外国人受け入れの対象業種の企業に調査を実施しましたので、結果を一部抜粋して

お知らせします。 

本調査は、4月1日に特定技能に関する法施行から1年を迎え、現状と今後の見通しについて明らかにすることを

目的としています。 

◆ 調査結果 

【「特定技能」制度の認知度】 
「制度の名称も仕組みも知っている」42.9％、「制度の名称は知っているが仕組みはよく知らない」39.9％ 

【受け入れが及ぼす良い影響】 
   「人材不足の緩和につながった」 53.2％、「教育制度の見直し・向上につながった」 31.9％ 

   実際に受け入れている企業の 98％が何らかの良い影響を受けている 

【採用活動で困ったこと／不安なこと】 
   「特定技能外国人の日本語レベルが心配」43.0％、「住居の手配など仕事以外の生活面の準備」38.3％ 

【採用ルート】 
特定技能外国人の採用は、「国外にいる新しい人材を採用する」が 45.5%で最も高い 

【現在受け入れている企業の採用増員意向】 
特定技能外国人の採用数について「増やす予定がある」のは 68.1％と 7割近く 

【受け入れ・検討予定のない企業の理由】 
   受け入れの予定がない理由は、「事業の性質上難しいから」30.5％、次いで「受け入れ体制が整っていないから」28.8％ 

◆ 調査概要 

調査対象 調査方法 調査期間 有効回答 

特定技能制度に関する業種の 

採用担当者または経営者 インターネット調査 
2020年 3 月 6日（金） 

～3月 9 日（月） 
860 

◆ 担当者のコメント 

グローバル人材紹介チーム  マネージャー  向後  利明 

特定技能制度の開始から 1 年が経ち、約 8 割の企業が名称を知っていると回答した一方で、4 割は「仕組み
はよく知らない」と答えており、特定技能制度の複雑な印象はまだ拭えないことがわかります。受け入れを予
定・検討している企業が抱える不安は、住居手配や申請の複雑さ、制度の注意点などですが、これは登録支援
機関を活用することで解決する内容がほとんどです。ぜひ、有効に活用して欲しいと思います。特定技能を既
に受け入れている企業の約 7 割が今後受け入れを「増やす予定がある」と回答しており、この制度への期待値
も伺えます。 
採用ルートでは約 5 割の企業が「国外にいる新しい人材」と答えていますが、特定技能に関しても新型コロナ

ウイルス感染症の影響を大きく受け、現在は海外に行く事も、採用者が来日する事もできない状況になってい
ます。速度は遅いもののようやく進み始めた所で、せっかくできかけた良い流れも企業の採用意欲と共に減少
してしまうのではないかと危惧しています。しかし、国内にいる人材の在留資格を移行することは可能ですし、
特定技能の試験もこれから更に増えていくことが予想されるため、安心していただけたらと思います。 
受け入れが及ぼす良い影響において「人材不足の緩和」との回答が 5割ありますが、これは当然として、2位

以降の「従業員モチベーションアップ」「職場のダイバーシティ」などの回答がもっとポイントを上げるようになれ
ば、日本の更なるグローバル化へと繋がるのではないかと期待をしています。 
 

 

 

※  本ニュースリリースは調査全文の一部を抜粋しているため、調査全文をご希望の際は、  
下記広報担当へお問い合わせいただくか、下記のウェブサイトからダウンロードしてください。  

h t tps ://ap j .a i dem .co . j p/enquete/ 
 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 株式会社アイデム 広報担当/望月・栗木 電話：03-5269-8780  

報道関係各位  
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【「特定技能」制度の認知度】 

「制度の名称も仕組みも知っている」42.9％、「制度の名称は知っているが仕組みはよく知らない」39.9％ 

「特定技能外国人」受け入れ対象となり得る企業に制度についてどれくらい知っているかを聞いたところ、4割の企業が「名称も仕組

みも知っている」と答えた。法施行から1年経過し、制度の名称についてはある程度の認知度があるようだが、今後更に仕組みまで認

知を広げる必要がありそうだ。 

【受け入れが及ぼす良い影響】 

「人材不足の緩和につながった」53.2％、「教育制度の見直し・向上につながった」31.9％ 

実際に受け入れている企業の98％が良い影響を受けている 

特定技能外国人を受け入れることで、実際にあった、または想定している良い影響を聞いたところ、現在受け入れている企業にとっ

て良い影響は「人材不足の緩和につながった」53.2％、次いで「教育制度の見直し・向上につながった」31.9％、「従業員のモチベーショ

ンが上がるなど職場の活性化につながった」27.7％となった。人手面だけでなく、社内全体に良い影響をもたらしていることがわかる。

また「良い影響はない」という回答は1.4％となり、98.6％もの企業が何かしらの良い影響を感じているようだ。 

 

 

調査結果の詳細(一部抜粋 ) 

以降の項目については、「特定技能」制度の名称を知らない回答者を除いて聞いています  
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【採用活動で困ったこと／不安なこと】 

特定技能外国人の日本語レベルを心配する企業が43.0％ 

特定技能外国人を現在受け入れている、または受け入れ予定・検討中の企業に、採用活動で困ったことや不安なことを聞いた。採

用活動の懸念点について「特定技能外国人の日本語レベルが心配」が43.0%と最も高く、「住居の手配など仕事以外の生活面の準備」

「在留資格申請の手間が煩雑・複雑」「制度・法律的に注意しなければいけない点がわからない」が30%台で続いた。 

 

【採用ルート】 

特定技能外国人の採用は、「国外

にいる新しい人材を採用する」が

45.5%で最も高い 

特定技能外国人を現在受け入れて

いる、または受け入れ予定の企業に、

採用ルートを聞いた。「国外にいる新

しい人材を採用する」が45.5%で最も高

く、次いで「現在雇用している技能実

習生を特定技能に切り替える」37.8％

になっている。受け入れ状況別では、

現在受け入れている企業では「技能

実習生の特定技能への切り替え」が

半数超の一方、受け入れ予定企業は

「国外の新しい人材を採用」が7割近く

と、両者に差がみられる。 

新型コロナウイルス感染症の影響

で、現在外国人の入国が困難な状況

となっている。受け入れ予定段階の

68.5％が「国外にいる新しい人材を採

用する」と回答しているが、今後の見

通しが立っていない可能性が高い。 

  



 

4 

【現在受け入れている企業の採用増員意向】 

特定技能外国人の採用数について「増やす予定がある」のは68.1％と7割近く 

現在特定技能外国人を受け入れている企業に、今後採用人数を増やす予定があるかを聞いた。「増やす予定がある」は

68.1%と7割近い回答となった。「増やす予定はない」は15.6%、「わからない」は16.3%となった。業種別・従業員規模別にみても

特定技能外国人の採用について半数以上が増加意向を示しており、受け入れにメリットを感じているようだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【受け入れ・検討予定のない企業の理由】 

受け入れの予定がない理由は、「事業の性質上難しいから」30.5％、 

次いで「受け入れ体勢が整っていないから」28.8％ 

特定技能外国人の受け入れ・検討予定のない企業にその理由を聞いたところ、「事業の性質上難しいから」が30.5%と最も高く、次い

で「受け入れ体制が整っていないから」「日本人の雇用を優先したいから」「そもそも外国人採用を考えたこともなかった」が続いた。 

 
＜株式会社アイデム 会社概要＞ 

アイデムは 1970 年の新聞折込求人紙に始まり、人に「はたらく」感動を、企業には「人材」という価値をつなぎ、地域が発展できる社会の実

現を目指してきました。求人サイト「イーアイデム」等の求人メディア、逆求人型新卒採用サイト「JOBRASS新卒」、採用ホームページ構築

サービス「Jobギア採促」、新卒・中途の人材紹介といった時代の変化にも対応した採用支援だけでなく、労働雇用状況や社会の課題にも

目を向けた調査分析、情報提供を行っています。これからもアイデムは、人と企業をつなぐ人材サービスを展開していきます。 


